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       2023年 1月 26日 

 

2023年（1月～12月）の旅行動向見通し 

 

JTBは、2023年の旅行動向見通しをまとめました。本見通しは、新型コロナウイルス感染症（COVID-19／以

下新型コロナ）の影響が大きかった 2021年、2022年については国内旅行のみ推計を公表しましたが、2023

年は、感染状況および海外渡航の制限緩和等の国の対策を踏まえ、海外旅行および訪日外国人旅行についても３

年ぶりに発表します。 

当調査は、1泊以上の日本人の旅行（ビジネス・帰省を含む）と訪日外国人旅行について、各種経済動向や消費者

行動調査、運輸・観光関連データ、JTBグループが実施したアンケート調査などから推計したもので、1981年より

継続的に調査を実施しています。推計した 202３年の旅行市場規模は次のとおりです。 

（図表１）2023年 年間旅行動向推計数値  

 

＊国内旅行消費額は、自宅を出発してから帰宅するまでの総費用。現地での買物代、食事代等現地消費分を含む。旅行前後の消費（衣類

など携行品の購入費用など）は含まない。 

＊海外旅行消費額は、旅行費用（燃油サーチャージ含む）のほか、現地での買物代、食事代等現地消費分を含む。旅行前後の消費（衣類な

ど携行品の購入費用など）は含まない。 

＊訪日旅行は、人数予測のみで消費額は算出していない。 

＊海外旅行人数実績推計は、法務省発表の出入国者数実績をもとに昨年末推計値を修正したもの。 

＊前年比は小数点第二位以下を四捨五入 国内旅行人数は宿泊を伴う旅行者の人数 

＊国内旅行人数および海外旅行人数は、ビジネス・帰省を含む 

＜社会経済の動きと旅行を取り巻く環境＞  

１．2022年末までの新型コロナの状況と旅行の動き 
2020年 3月に世界保健機関（WHO）が新型コロナの流行を「パンデミック（世界的大流行）」と宣言してか

ら3年になります。2023年 1月 8日現在、全世界で累計 6億 5千万人以上の感染、650万人以上の死亡

国内旅行は対前年１０８．６%まで回復 

海外旅行は２８９．７％、訪日外国人は５５０．６％まで回復 

 

●国内旅行者数は、2億 6,600万人（対前年比１０８．６％、対 2019年比 91.２％）と推計 

●海外旅行者数は、８４０万人（対前年比２89．7％、対 2019年比 40.4%）と推計 

●訪日外国人旅行者数は、2,110万人（対前年比 550.6％、対 2019年比６６．２%）と推計 

https://www.msf.or.jp/news/detail/headline/coronavirus.html
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が報告されています(厚生労働省検疫所 2023 年 1 月 11 日発表)。感染拡大の初期は、世界各地で緊急事

態宣言等が発出され、人々の生活は大きく制限されることとなり、経済活動の停滞を余儀なくされました。そ

の後、ワクチン接種が進み、2022 年には社会経済活動の正常化に向けて舵を切る国が増え、欧州を中心に

入国制限の撤廃や隔離期間の短縮など水際対策の緩和、国際航空便の再開が進みました。アジアについても、

タイやシンガポールに加え、慎重であった韓国や台湾などでも緩和の動きが広がり、終息宣言は依然出ていな

いものの、国際間移動はコロナ禍前の状態に戻りつつあります。 

日本国内では、2020年 3月以降、感染拡大の波が起きると、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発

出が繰り返され、行動制限が要請されてきました。その後、感染防止対策の徹底やワクチン接種が進み、発出

の頻度は次第に低くなりました。2022年夏のオミクロン株のまん延による第 7波や第 8波では多数の新規

感染者が発生していますが、いずれも移動を含む行動の自粛は要請されず、個人が感染症対策を行いながら

旅行をすることが日常となりつつあります。 

２０２２年 10 月 11 日から日本入国の水際対策が緩和され、 1 日あたりの新規入国者数の上限撤廃、

陰性証明や隔離期間など入国時の条件の緩和、訪日外国人観光客の個人旅行の解禁などが行われ、日本人の

海外旅行と外国人の訪日旅行が容易になりました。国内旅行については、全国的な観光需要喚起策として、

「全国旅行支援」が 10月から始まり、多くの旅行者が各地で見られるようになりました。 

 

２．旅行を取り巻く経済環境と暮らし向き  

 足元の経済状況をみると、2022年以降円安ドル高が急速に進み、同年 10月22日の外国為替市場では、

32年ぶりに一時 1 ドル 150円台を記録しました。現在も 130円前後で推移しており、コロナ禍前と比べる

と 20 円ほど円安が進んでいます。この影響により、輸入品やエネルギーなどの価格が高騰し、物価上昇が家

計に影響を与えています。主な項目の消費者物価指数を見ると、交通・通信以外の項目で上昇が見られ、特に

ガソリン価格をはじめとするエネルギー関連や電気代の上昇が著しくなっています(図表 2、3、4)。 

生活者意識については、新型コロナが世界的に広がってしばらくの間は、行動制限の要請により外出や飲食

に関連する消費が減少しました。その結果リベンジ消費への期待が高まりました。しかしながら、経済環境の変

化により円安が進み、暮らし向きは悪化の傾向がみられます。日本銀行の「生活意識に関するアンケート調査」

の「現在の暮らし向き(ゆとり)」をみると、「ゆとりがなくなってきた」の割合は、2021 年 9 月以降、それまで

の横ばいから増加し、202２年 12 月には５３．０％と前年同月から 1３.０ポイント高くなりました。これはコロ

ナ禍に入ってから最も高い割合です(図表 5)。 

 一方で、日本経済研究センターの短期経済予測によると、2023 年の日本の実質 GDP の伸び率予測は、

2022年 3月の発表では０．１％であったのに対し、12月の発表では０．８％と改善しています。オミクロン株

のまん延により、2022年の回復が後ろ倒しになり、2023年の伸び率に上乗せされているとしています。 

 

（図表 2）2022年の円に対する主な外国為替レート   （図表 3）主な消費者物価指数の推移    

    

出所：東京外国為替相場／T.T.Selling                   出所：総務省「消費者物価指数(2020年基準)」データをもとに JTB総合研究所作成 

（三菱東京リサーチ＆コンサルティング「外国為替相場情報」より） 
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（図表 4）ガソリン単価の推移（レギュラー）       （図表 5）暮らし向き（ゆとり）の状況推移 

   

出所：資源エネルギー庁「石油製品価格調査」より JTB総合研究所作成  出所：日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」をもとに JTB総合研究所作成 

 

３．旅行者の現状  

国内旅行については、延べ宿泊者数（観光庁宿泊統計調査）の推移をみると、緊急事態宣言やまん延防止等

重点措置が発出されるたびに、多くの日本人が国や自治体の要請に従い旅行を自粛する傾向がみられました。

2022年は3月のまん延防止等重点措置の解除を最後に、いずれの発出もなく、延べ宿泊者数は回復に転じ

ました。さらに 10 月 11 日（東京都は 10 月 20 日）から始まった観光需要喚起策「全国旅行支援」が功を奏

し、10 月の日本人の延べ宿泊者数は 2019 年の同月比で 105.9％、11 月は 102.7％とコロナ禍前を越

え、国内旅行は本格的な回復に向かっています（図表 6、９）。 

 海外旅行については、2022 年春の大型連休の頃から出入国における水際対策が一部緩和され、海外旅行

のパッケージツアーの販売が徐々に再開し、出国者数は増加傾向となりました。10 月からはさらに緩和が進

み、海外旅行により行きやすい環境となりました。しかしながら、世界の物価上昇の加速化に円安が重なり、航

空券の燃油サーチャージの上昇に伴う旅行費用も高騰していることや、ウクライナ情勢をはじめとする不安定

な国際情勢も影響し、現在、海外旅行者数の回復は緩慢です。日本政府観光局（JNTO）の発表による 2022

年 12 月の出国者数の速報値は 432,100 人と、10 月からは 82,500 人の増加に留まりました。コロナ禍

前の 2019年の同月比で 25.2％となります(図表７、９)。 

訪日旅行については、海外旅行とは対照的に、円安を背景に現段階では急速に回復しているといえます。

10月単月の訪日外客数は 498,646人と前月の倍以上になり、日本人の出国者数と逆転しました。12月の

速報値は 1,370,000 人で、コロナ禍前の 2019 年同月比で 54.2％にまで回復しました。2022 年の国・

地域別の年間の訪日外客数は、最も人数の多い国や地域から順番に、韓国（1,012,700 人、2019 年比

18.1％）、台湾（331,100 人、同 6.8％）、アメリカ（323,500 人、同 18.8％）となっています。なお、中国

は 2022年までゼロコロナ政策を続けていたため、189,000人に留まりました（図表８、９、１０）。 

 

（図表 6）延べ宿泊者数の推移 

 

出所：観光庁「宿泊旅行統計調査」（20１９年～2021年は年確定値、2022年 1～10月は 2次速報値、11月は 1次速報値）より JTB総合研究所作成 
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（図表 7）2022年日本人出国者数           （図表 8）2022年訪日外客数 

     
＊1月～11月は暫定値、12月は推計値                            ＊1月～10月は暫定値、11月・12月は推計値 

出所： JNTO「訪日外客数・出国日本人数」より JTB総合研究所が作成 

（図表 9）2022年 10月～12月の延べ宿泊人数・日本人出国者数・訪日外客数と 19年比 

 

出所：観光庁「宿泊旅行統計調査」（10月は 2次速報値、11月は 1次速報値）、JNTO「訪日外客数・出国日本人数」（日本人出国者数：10・11月は暫定値、

12月は推計値、訪日外客：10月は暫定値、１１・12月は推計値）より JTB総合研究所が作成 

 

（図表 10）国別 2022年訪日外客数と 19年比 （上位 7か国） 

 

出所： JNTO「訪日外客数・出国日本人数」(2019年は確定値、2022年は推計値)より JTB総合研究所が作成 

＜2023年の旅行市場＞   

４.202３年のカレンダーと主なイベント 

2023年のカレンダーは、3連休以上が 7回あります。昨年は 3連休以上が 9回ありましたが、今年は祝

日が土曜日と重なる日が 3回あるためやや少なめです。GWは 5月 3日（水・祝）から 7日（日）までの 5連

休で、5月 1日（月）、2日(火)を休めば 4月 29日(土・祝)から 5月 7日（日）まで 9連休となります。他の

祝日関連では 2月は 24 日（金）、3月は 20 日（月）、11月は 24日（金）を休むとそれぞれ土日とつなげ 4

連休となりますが、夏休みや年末年始はやや長期休暇が取りにくい日並びとなっています。 
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44,271,420 88.4% 45,699,610 92.0% - -

日本人延べ宿泊人数 42,153,090 105.9% 41,695,630 102.7%

外国人延べ宿泊人数 2,118,330 20.6% 4,003,980 44.2%
349,557 21.0% 379,200 23.1% 432,100 25.2%
498,646 20.0% 934,500 38.3% 1,370,000 54.2%

2022年12月

延べ宿泊人数

日本人出国者数
訪日外客数
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<参考>2023年の連休 

・１月 7 日（土）～9 日（月）：３連休  

・5 月 3 日（水）～7 日（日）：5 連休  

・７月１5 日（土）～１7 日（月）：３連休  

・8 月１1 日（金）～１3 日（日）：３連休  

・９月１６日（土）～18 日（月）：３連休  

・１０月７日（土）～９日（月）：３連休  

・11 月 3 日（金）～５（日）：３連休  

 

2019年 2022年
韓国 5,584,597 1,012,700 18.1%
台湾 4,890,602 331,100 6.8%
アメリカ 1,723,861 323,500 18.8%
ベトナム 495,051 284,100 57.4%
香港 2,290,792 269,300 11.8%
タイ 1,318,977 198,100 15.0%
中国 9,594,394 189,000 2.0%

19年比
年間総数（人）
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（１）待ち望まれる大型イベントの開催 

今年は注目すべきスポーツイベントが国内外で開催されます。WORLD BASEBALL CLASSIC™（ＷＢＣ）

の第 5回大会は当初 2021年に開催予定でしたが延期となり、今年 3月 8日～21日に米国、台湾、日本で

「2023 WORLD BASEBALL CLASSIC™」として開催されます。そのうち 3月 9日～13日の B組 4試

合が３月 15日、16日に準々決勝が東京ドームで行われます。また、7月 14日～30日には「第 19回 FINA

世界水泳選手権２０２２福岡大会（世界水泳選手権2022）」も2021年開催予定から約2年遅れで開催され

る予定です。海外では、9 月 8 日～10 月 28 日に「ラグビーワールドカップ 2023™」フランス大会が開催さ

れます。 

他の国内の大型イベントとしては、4月 15日から 2024年 3月 31日まで、東京ディズニーリゾート®の

40 周年を記念したアニバーサリーイベントが開催されます。その他、東京でジュラシックワールド展や東京ビ

エンナーレ 2023などが予定されています。 

 

（２）国内旅行者にも訪日旅行者にも話題の商業施設やホテルの新規開業相次ぐ 

今年開業予定の話題の施設としては、関東圏では 3 月 10 日に東京ミッドタウン八重洲がオープンします。

2022 年 9 月に先行して開業したバスターミナル東京・八重洲に加え、4 月には国内初となる「ブルガリホテ

ル東京」が開業する予定です。東京・新宿の東急歌舞伎町タワーに「好きを極める場の創出」をコンセプトに、映

画館や劇場、ライブホールなどのエンターテインメント施設とホテルが開業する予定です。また「虎ノ門・麻布台

プロジェクト」のもとに「アマンレジデンス東京」と、アマンの姉妹ブランドで日本初進出のラグジュアリーホテ

ル「ジャヌ東京」が開業を予定しています。そして夏には「ワーナー ブラザース スタジオツアー東京 - メイキ

ング・オブ・ハリーポッタ―」がとしまえん跡地にて開業予定です。秋には横浜のみなとみらい地区に約２万人

収容の施設「Kアリーナ横浜」が開業予定で、施設内にはホテル「ヒルトン横浜」などが入居する予定です。 

 

関東以外では、3 月にプロ野球チームの北海道日本ハムファイターズが、新本拠地を北海道北広島市の「エ

スコンフィールド HOKKAIDO」に移転します。 

 関西では3月 18日、JR大阪駅（うめきたエリア）の地下に新しいホームが誕生し、関西国際空港に向かう特

急「はるか」、和歌山方面に向かう特急「くろしお」が乗り入れるようになります。5 月 30 日には、IHG ホテル

ズ＆リゾーツのプレミアムホテルブランドである voco の日本初進出となる「voco 大阪セントラル」が開業予

定です。夏には奈良市内に官民連携事業である吉城園周辺地区保存管理・活用事業と連携した「紫翠ラグジュ

アリーコレクションホテル奈良」が、秋には京都でタイの高級ホテルブランドである「デュシタニ京都」が開業予

定です（図表 11）。 

 

（図表 11）2023年開業予定の主な施設 

 

 

５.国内旅行の動向  ※訪日外国人旅行者は除く、日本居住者の国内旅行 
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202３年の国内旅行者数は、2億 6,600万人(前年比１０8.6%、2019年比 91.２％) 

平均消費額は 40,300円（前年比１０1.5％、2019年比 105.8％）、 

国内旅行消費額は 10兆 7,200億円（前年比１10.2％、2019年比９６．４％） 

2023 年の国内旅行者数は 2 億 6,600 万人(前年比１０8.6%、2019 年比 91.２％)、平均消費額は物

価上昇の影響を受け40,300円（前年比１０1.5％）、国内旅行消費額は10兆7,200億円（前年比１10.2％）

と推計しました。平均消費額は 2000 年以降で最高額となります。第 8 波における感染者数は依然多く、行

動制限の要請がなくても自発的に旅行を控える人も一定程度いると考えられ、旅行者数はコロナ禍前を割り

込むものの、平均消費額はコロナ禍前を上回ると予測しました。1 月 10 日から開始された旅行需要喚起策

「全国旅行支援」もあり、旅行意欲は今のところ高く維持され、円安や燃油費高騰の影響を受け、海外旅行から

国内旅行へのシフトも期待はできますが、物価高に伴う景況感は厳しい状況が続くと考えられます。 

国内旅行の意欲が高い層としては、引き続き男女 20代となりますが、シニアの旅行意欲が高まってきてい

ます。JTB 総合研究所が実施した『新型コロナウイルス感染拡大による、暮らしや心の変化と旅行に関する意

識調査』（2023 年 1 月）によると、2023 年 1 月～12 月に国内旅行を予定・検討している人は、全体で

40.3％でした。最も意向が高いのは女性20 代（53.5％）、次いで男性20代（48.2％）、そして男性60歳

以上（44.4％）となりました。前回調査（2022 年 7 月実施）と比べると、男性 60 歳以上（44.4％）は

5.7 ポイント増加、女性 60 歳以上（34.7％）は 1.6 ポイント増加となり、シニアの回復に期待がかかります

（図表１２）。 

 前述のイベントや新規開業の他に、主に国内旅行の流れの中で、コロナ禍を通じてライフスタイルや価値観が

変わったことによる影響が、旅行や観光にも徐々に見られるようになってきました。 

 

リモートワークの広がりにより帰省先や旅行先で柔軟な働き方、滞在スタイルが広がる 

コロナ禍では感染防止策として移動や対面を避けるため、職場に出勤せずに仕事をするリモートワークが広が

りました。休みと休みの間の平日をリモートワークにすることで、帰省先や旅行先で仕事を行うことが可能と

なり、時間を有効利用した長期滞在や長期旅行が可能になります。仕事と休暇を合わせたワーケーションとい

う旅行スタイルも登場し、「暮らす」と「滞在する」の垣根が低くなり、従来の観光を通じた関係とは違う地域と

のつながりも広がると考えられます。 

カーボンニュートラルや SDGｓに配慮した商品やサービスが増加 

旅行におけるカーボンニュートラルをはじめとする、SDGs に配慮した商品やサービスが登場しています。交

通分野では日本航空は 2022 年 12 月より、国際線全路線での機内食のスキップオプションを開始し、直前

の食事キャンセルによる食料廃棄量の減少に取り組んでいます。オリエンタルエアブリッジは株式会社ユーグ

レナの製造・販売するバイオジェット燃料を導入した航空機で、五島福江島上空の遊覧飛行をするツアーなど

新しいアイデアも登場しています。 

 

（図表 12） 今後 1年以内に国内旅行を予定・検討している割合（22年３・７・12月調査比較）  （単数回答） 

 

出所： JTB総合研究所「新型コロナウイルス感染拡大による、暮らしや心の変化と旅行に関する意識調査」（２０２3年 1月） 

６．海外旅行の動向 

＊22年3月調査は22年3月～23年2月まで、 22年7月調査は22年8月～23年7月まで、22年度12月調査は23年1月～12月までの国内旅行の予定

今後1年以内に国内旅行を予定・検討している割合（22年3・7・12月調査比較）
JTB総合研究所

男性 女性

39.2％
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37.8％
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38.2％
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50.2％

39.1％
35.4％

31.0％ 31.5％

41.1％

51.1％

44.5％ 44.1％
41.2％ 38.7％

55.0％

41.0％

33.8％ 32.7％ 33.1％

40.3％

48.2％
43.1％

40.8％
37.2％
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41.6％
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全体 40代20代 30代 50代 60歳以上 20代 30代 40代 50代 60歳以上

22年3月調査(n=6,583)

22年7月調査(n=6,561)

22年12月調査(n=6,441)
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202３年の海外旅行者数は、８４０万人(前年比２89.7%、2019年比 40.4％)  

平均消費額は 294,900円（前年比１０1.8％、2019年比 124.3％） 

海外旅行消費額は 2兆 4,800億円（前年比２95.2％、2019年比 52.0%） 

2023 年の海外旅行者数は 840 万人(前年比２89.7%、2019 年比 40.4％)、平均消費額は円安と燃

油費高騰の影響を受け、294,900 円（前年比１０1.8％）、海外旅行消費額は 2 兆 4,800 億円（前年比２

95.2％）と推計します。一人あたりの平均消費額は2000年以降で最高額となる一方で、海外旅行の回復は

訪日客とは対照的に緩慢な伸びになることが予想されます。10 月の日本入国時の水際対策緩和により出入

国の手続きは容易になりましたが、ワクチンの接種証明や陰性証明は必要です。感染症対策としての規制やル

ールを継続している国・地域もある中、完全にコロナ禍前と同じ条件になっていないことも、伸びが緩慢であ

る理由として考えられます。 

前述のＪＴＢ総合研究所の調査で、調査対象者のうち海外旅行の予定がない人を含む全員に（もともと海外

旅行をしない人を除く）、どんな状況なら海外旅行をしたいかを聞いたところ、「円高が進めば（27.1％）」、

「休みがとれれば（22.0％）」、「旅行先の新型コロナの感染状況が落ち着けば（21.6％）」、「手頃なプランや宿

泊施設がとれれば（21.5％）」が上位となりました。また、海外旅行も意欲が高い層は男女ともに 20 代で、特

にこの層は 2023年中に海外に出かけたい割合が高い結果となっています（図表 13、14）。 

 同調査で 2023 年に限らず、今後海外旅行を予定・検討している人に、直近の旅行の行き先を１つ選択して

もらったところ、「ハワイ」が 20.4％で最も高く、次いで「ヨーロッパ（12.9％）」、「台湾（11.5％）」となりまし

た。実際のところ、各国政府の観光部門が発表した2022年 11月の日本人旅行者数は、韓国が62,422人、

タイは 46,020 人、ハワイは 27,898 人、台湾は 21,204 人となっています。韓国は、若者を中心にファッ

ションやライフスタイルが身近であること、近いために短期間で行けて金額が抑えられることから、今後も伸び

が期待できます。同調査では「まだ決めていない」も 7.7％あり、行ける国を選択し、工夫をしながら海外旅行

に行く層も多いと考えられます（図表 15）。 

 

（図表 13）今後、どんな状況なら海外旅行をしたいか  （複数回答）         

 

出所： JTB総合研究所「新型コロナウイルス感染拡大による、暮らしや心の変化と旅行に関する意識調査」（２０２3年 1月） 
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（図表 14）今後予定・検討している海外旅行の時期（性年代別）    （単数回答） 

 

出所： JTB総合研究所「新型コロナウイルス感染拡大による、暮らしや心の変化と旅行に関する意識調査」（２０２3年 1月） 

（図表 15）今後予定・検討している海外旅行の行き先      （単数回答） 

 

出所： JTB総合研究所「新型コロナウイルス感染拡大による、暮らしや心の変化と旅行に関する意識調査」（２０２3年 1月） 

 

７．訪日外国人客数 

2023年の訪日外国人客数は、2,110万人(前年比 550.6%、2019年比 66.2％)と推計 

  2022年 10月の日本への入国規制の緩和以降、出国に関する規制緩和が先行している韓国、タイ、シンガ

ポールなどからの訪日客が増加し、急回復が期待できます。その一方で、コロナ禍前の 2019 年の訪日外国

人のうち最も多い割合を占めていた中国は、2023年 1月時点では本格的な回復の目途は立っていません。

本予測では中国からの訪日需要は 23年 7月以降に回復が本格化し、他の訪日市場と概ね同じパターンで急

回復すると想定して算出しています。今後の動向により大幅に変わる可能性があります（図表 16）。 

旅行先としての日本の人気はコロナ禍の間も根強く、2022 年 2 月に株式会社日本政策投資銀行・公益財

団法人日本交通公社が発表した調査によると、アジア居住者・欧米居住者共に「次に海外旅行に行きたい国・

地域」は日本が 1 位となっています。さらに今年は、4 項で述べたとおり、話題のホテルや商業施設の開業も

控えています。また 2021 年に海外の著名な旅行情報誌「ロンリープラネット」のおすすめの旅行先の地域編

に6位に選出された四国や、2022年 11月に愛知県の愛・地球博公園跡に開業した「ジブリパーク」、2023

年 1 月にニューヨーク・タイムズ紙の「2023 年に行くべき 52 カ所」に選ばれた岩手県盛岡市は訪日旅行者

にとっては新しい魅力的な場所として反響がありそうです（図表 17）。 

旅行者の回復に伴い、課題も浮き彫りになっています。その１つが観光業界を支える人材の不足です。日銀

が発表している雇用人員判断（日銀短観、四半期別）によると、「宿泊・飲食サービス」は 21 年 10-12 月期以

降人員不足が続いています。しかし一方で、直近の 22 年 10・11 月は図表 6 の延べ宿泊者数の推移から分

かるように、コロナ禍前に迫るほど多くの観光客が戻りました。22年 11月時点の東京、大阪のホテルの稼働

率は 2019年の 8割の水準まで回復しており、今後急速に訪日需要回復が進むと、人手不足が一層進むこと

が懸念されます。また、東京の ADR（客室平均単価）は既にコロナ禍前の水準を回復しており、ADRの更なる
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性
年
代
別

全体 13.1%

23.9%

20.5%

13.3%

7.6%

6.7%

26.1%

13.3%

8.1%

6.1%

8.0%

4.9%

5.9%

3.9%

6.6%

4.8%

5.2%

4.4%

5.1%

4.4%

4.6%

4.1%

7.3%

4.5%

4.2%

6.1%

7.2%

13.4%

4.4%

5.7%

5.7%

9.2%

13.3%

42.8%

43.6%

46.5%

45.8%

40.6%

38.5%

34.4%

48.3%

41.9%

44.9%

42.6%

32.0%

22.1%

24.8%

28.2%

39.8%

36.1%

30.8%

27.5%

40.1%

35.1%

32.0%

6,441

30代

全体

20代

40代

50代 621

60歳以上

50代 760

741

40代

557

20代

30代

60歳以上

617

542

574

640

774

615

今後1年(23年1月～12月)に予定・検討している

2024年1月以降に予定・検討している

以前はこの旅行をしていたが、今後はしないと思う わからない

元々この旅行はしない

男
性

女
性



 －9－ 

上昇により国内旅行需要への影響が出てくる可能性も考えられます(図表 18、ADRについて図は省略)。 

＊ADR（Average daily rate）とは客室 1室あたりの販売単価のことであり、客室売上÷販売客室数のこと 

 

（図表 16）訪日外客数 

出所：2014年～2022年までのデータは JNTO「訪日外客数」より JTB総合研究所が作成 

（図表 1７）次に海外旅行したい国・地域について（アジア居住者・欧米居住者別  上位 20位）  

 
出所：株式会社日本政策投資銀行・公益財団法人日本交通公社「DBJ・JTBFアジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査（第3回 新型コロナ影響度 特別調査）」（２０２２年2月 ※
調査は 2021 年 10 月実施） より JTB 総合研究所が作成。 ※１）回答は最大 5 つまで※２）新型コロナウイルス収束後の海外旅⾏について「（したいと）思わない」を選択した対象者
及び次に海外旅⾏の検討を再開するタイミングについて「現在の状況からは海外旅⾏の検討再開は考えられない」と回答した対象者を除く全員から回答を得た。※３）「次に観光旅⾏
したい国・地域」の選択肢からは、回答者の国・地域及び近隣の国・地域（中国-香港-マカオ、マレーシア-シンガポール、タイ-マレーシア、アメリカ-カナダ・メキシコ・ハワイ・グアム、オー
ストラリア-ニュージーランド、イギリス・フランス-欧州各国）を除いている。 

（図表 1８）産業別雇用人員判断 

   ※23年 1-3月期は予測値 

出所：日本銀行「日銀短観（雇用人員判断）（全規模）」（2022年 12月）より JTB総合研究所が作成  
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◆２００４年～２０22年の推計、２０２3年の見通し数値   

  

 

＊2020年、2021年については新型コロナによるパンデミックの影響により、実績推計詳細は未発表 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

＜報道関係者からのお問合せ先＞ 

 

JTB広報室 03-5796-5833（東京） 06-6260-5108（大阪） 

 


